
実証概要

実証終了以降の取組内容

実証成果・課題
成果
 防災クラウド情報システムにより、「業務を効率化」し、「情報共有を迅速化」する
 Lアラートとのデータ連携仕様、クラウド型システム仕様を設計・構築し、実証結果を踏まえ「システム標準仕様案」を策定する
 内閣府の標準化構成に対応した、⽔害対応タイムライン及び防災訓練シナリオを作成する。防災訓練での評価を踏まえ、災害対応マネジメント業務の標準

的事例を作成
課題
 システム標準仕様の確定と、同仕様および防災クラウドの普及展開

G空間防災システムとLアラートの連携推進事業
「防災クラウド情報システムの標準策定事業」

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所（実施地域：宮崎県、都城市、延岡市）
コンソーシアム構成員：エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社、⻄⽇本電信電話株式会社、⽇本電信電話株式会社、⼀般財団法⼈全国地域情報化推進協会（APPLIC）

 APPLICにおける、システム標準仕様の確定
 同仕様と防災クラウドの全国への普及展開⽀援

0

①Ｌアラートの機能を⾼めるためのシステム開発に資する実証事業 4事業
②Ｌアラート活⽤のための防災業務⽀援システムの開発に資する実証事業 6事業
③防災クラウド情報システムの標準策定事業 1事業（本実証）

 防災担当職員の少ない地⽅公共団体も含めた利⽤を考
慮し、防災対応業務の効率化に資する防災クラウド情報シ
ステム（防災クラウド）を構築

 情報収集・分析・発信の⾼度化、およびG空間やＬアラー
トとの連携により、防災対応業務の効率化に貢献

 Lアラート等他システムとの⾃動連携を可能とする防災クラウ
ドの仕様を設計・構築・実証した成果を活⽤し、「データ連
携等標準仕様案（APPLIC防災情報共有ユニット標準
仕様に対し、防災クラウドに係る仕様を追加するもの（以
下「システム標準仕様案」という））」を作成

 内閣府の標準化構成（災害対策標準化ガイドラインの構
成イメージ）に対応した事例を作成

 本実証および他⾃治体での事例を基に、災害対応マネジ
メント業務の標準的事例（業務マニュアル案）を作成
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（１）実証の背景：全国市町村および宮崎の防災情報システム利⽤上の課題

市町村防災情報システムの課題 （回答数：1,378）
防災情報システム利⽤ないし都道府県設置端末利⽤⾃治体への質問

課題として当てはまる 課題として当てはまらない

未回答

平成２６年８⽉総務省調査

災害への⼀次対応段階をシステム化し、情報をデジタル化することが重要
(団体)

県防災システムへの入
力が２度手間（負担増）

現場対応上、県への
情報報告に要時間

庁内でクローズ、現場
で入力確認不可

全国的課題では!

宮崎における防災システム利⽤上の課題

県防災システムを導⼊したが、市町村はエクセルや独⾃システムで市町村としての災害情報を管理している。
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（２）防災情報システム利⽤上の課題、防災クラウド構築の成果について

防災情報システム利⽤上の課題とクラウド化の効⽤

マスコミ

首長

災害時、⾃治体では⽀所、市、県ごとに個別システムを使って情報を⼊⼒し、集計・編集・報告作業を繰
り返し実施している（⼀度⼊⼒された情報がどこでも活⽤できるべき）

① ⾃治体（国）職員の⼊⼒、集計、編集、報告作業の⼤幅な削減
② 情報共有の⼤幅な迅速化、適時・的確性の確保（現場の⽣情報を即座にトップへ）

宮崎実証で⼿
間（プロセス）
の半減を検証

防災クラウドを利⽤することで、⽀所、市が⼀度⼊⼒した情報が即座に都道府県に共有され、それぞれ
で必要となる編集・報告に活⽤できる解決策

⾃治体各組織
ごとに、個別シ
ステムを使って
災害情報の⼊
⼒、集計、編
集、報告作成
が⾏われている。

課題

効⽤
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首長

政府

省庁
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市

支所

マスコミ

首長

クラウドで⾃動的
に集計・編集・報
告・作成し共有

家一軒・
人一人の情報

入力

個別システム利⽤は総体で職員稼働
を増やす
→全国で防災クラウドを活⽤すべき

入力
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（３）防災クラウド情報システムの概要

クラウドで
自動集計・編集・共有

市の災害対応
状況を入力

③クロノロジーとGISが連
携した災害情報管理

④1件1件の情報を自動集計
⑥エクセルに出力
し適宜編集可能

⑤各自治体の情報が自動集計さ
れ県と共有

①防災情報システムをクラウド一括型で準備
し、都道府県から市町村まで幅広く利用可能

②Lアラートとダイレクト接続。気象情報を自動
収集し、自治体から災害情報を発信（自動化）

⑦気象情報を自
動分析し、警報
以上は職員に自
動メール配信

本事業は災害にかかわる情報の集計・分析・共有・発信の遅延が甚⼤な被害をもたらす現状を踏まえ、
平成26年度総務省補正事業として、Lアラートと連携した防災情報クラウドシステムの標準案を作成、
システムを構築、宮崎県をフィールドとして実証するもの。

事業内容
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基本情報
（本部設置、避難所、

住⺠発令等）

Ｌアラートで求められる情報
（発表組織名称、作成⽇時、初版

作成⽇時等）

APPLIC標準で定められた情報
（被害状況、通⾏規制、

道路被害等）

Ｌアラートで求められる情報

APPLIC標準で定めれた情報

防災クラウド固有の情報
（緊急度、信憑性、

対応依頼等）

基本情報

APPLIC Ｌアラート
災害対応上、
付加的に求め
られるデータ仕
様

Lアラートデータ
仕様

防災業務アプリ
ケーションユニット
標準仕様
（現状）

防災クラウド

基本情報

シ
ス
テ
ム
標
準
仕
様
案

（４）データ連携等標準仕様案に係るデータ構造の概要

•防災クラウドで保持するデータは標準化に対応するため、APPLIC(⼀般財団法⼈ 全国地域情報化
推進協会)が定める防災業務アプリケーションユニット標準仕様V1.2に基づくものとする。

•Lアラートへのシームレスな連携のため、Lアラートが必要とする作成者、配信者、版数などは防災クラウ
ドで⾃動作成し付与する。これにより省⼒化も実現する。

•⾃治体で必要となる、対応の緊急性、情報の信憑性などの管理データ、被害対応に関わる対応依頼
と対応状況のデータ等については防災クラウド固有の情報として保持する。

•以上の情報（データ）を基として、システム標準仕様案を策定する。

ﾃﾞｰﾀ構造
の概要
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※WEBおよびインタラクティ
ブメディアでのUIで実装され、

定着してきた表現やインスト
ラクション

2．実証成果・課題 （１）防災クラウド情報システム構築の成果について

ナビゲーション（画⾯遷移）スキームの種別と特徴 アフォーダンスデザイン※のイメージ
ハブ型：主役画面が明確で周辺にサ

ブ機能がある場合に利用
ツリー型：多くの画面（階層）が存在

する場合に利用
タブ型：複数機能を頻繁に行き

来する場合に利用

災害情報は必要なものが明確であり、情報の種類も多くはないことから、最も視認性の高いハブ型を採用

•防災クラウドシステムのUI・UXの設計にあたっては、全国の⾃治体で導⼊される可能性があること、また、国⺠の命を守
ることを第⼀の⽬的とするため、できる限り多くのユーザーに簡単に利⽤できることが重要である。

•そこで、ISO 9241-11（JIS Z 8521）、および情報通信アクセス協議会の「ウェブアクセシビリティ作業部会」が翻訳
と修正をおこなって公開している「W3Cワーキンググループノート『Understanding WCAG 2.0』」を参照し、ユーザビ
リティとアクセシビリティを検証した結果、以下の利⽤シーン、ユーザー、利⽤頻度を想定し、ハブ型デザインとアフォーダン
スデザインを採⽤した。

ユーザーインターフェースの⾼度化

• 利⽤シーン ：災害時・緊急時（即時性が求められるなど時間的制約が⾼い状況）
→ 視認性、⼀覧性が重要（⼀⾒して全体像、内容理解を可能とした）
→ ハブ型デザインを採⽤

• ユーザー ：⾃治体職員
→ ホームページが使いこなせるITスキルと想定
→ アフォーダンスデザインを採⽤し、⾒慣れたUIで直観的操作を可能とした

• 利⽤頻度 ：年に数回程度
→ マニュアルなしでも利⽤できる簡易な操作性
→ アフォーダンスデザインを採⽤
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参考：システム画⾯（使い勝⼿のいい、⼊⼒負担を軽減するWebデザイン）

 防災クラウドトップ画⾯ 全ての機能ボタンをトップ画⾯に配し（ハブ型デザイン）、クロノロジー（タ
イムライン、時系列表）とGISを連携させ、情報の視認性・⼀覧性を確保

凡例やボタンなど随所に
アフォーダンスデザインを
採⽤
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参考：システム画⾯（使い勝⼿のいい、⼊⼒負担を軽減するWebデザイン）

 避難所情報画面

⾃動⼊⼒、選択⼊⼒を多⽤し、極⼒⼊⼒負担を軽減



• 策定したシステム標準仕様案について、APPLICにおける議論を踏まえ正式に標準仕様とし、その普及展開を推進すること。
• 国の動向に則した⾒直しを必要に応じ図ること。（内閣府での災害対策標準化検討会議、地震対応ガイドライン等）

本実証における防災訓練をベース
としたユースケースの策定・検証

APPLIC防災情報共有ユニット標
準仕様とのFit＆Gap

標準仕様案作成
（標準化への提言）

本実証の成果物

機能一覧 機能
構成図

機能情報
関連図

データ
項目一覧

APPLIC SWGでの議論

改定案策定

標準化承認

今後

2．実証成果・課題
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（２）システム標準仕様案（APPLICデータ連携等標準仕様案）
作成の成果について

今後の課題

A県

クラウド型防災情報システムへの適用拡大(今回見直し)

A1市町村

防災クラウド情報システム

A県
防災情報
サービス

A1市町村
防災情報
サービス

防災情報
システム

①Lアラートへの情報発信
を対象範囲に追加

従来型の防災情報共有の在り方
(APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様ver1.2)

②クラウドというサービス提
供形態を意識し見直し検討

A県

A1市町村

防災情報
システム

専用端末

Webアクセス

オンプレミス型システム同士の
データ連携を想定

専用端末

Webアクセス

今回見直す
データ連携

本実証結果を踏まえ、従来の防災情報共有のあり⽅（APPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現
ver1.2））をベースに、クラウド型防災情報システムへの適⽤拡⼤を含め、以下の観点で⾒直しを実施。

①従来の標準仕様では考慮されていなかったLアラートへの情報発信(作成者、配信者、版数等の情報も付与)について、データ連携の対
象範囲に加えたシステム標準仕様案を作成

②クラウドというサービス提供形態を意識した従来標準仕様の⾒直しを検討（今回フィールド実証を⾏った防災クラウド情報システムと既
存の県防災情報システムとのデータ連携等も考慮）

システム標準仕様案
の成果



2．実証成果・課題

9

（３）内閣府の標準化構成に対応した事例の作成の成果について

防災業務等の現状調査
（県、都城市、延岡市）

宮崎県下における過去の気象
災害事例調査・分析

過去の気象災害事例を参考に
した宮崎県版の気象災害事例

モデル作成

災害対策本部における情報活
動（収集・分析・判断）プロセ

スのフロー作成

宮崎県の気象災害事例を軸にした宮崎県版の災害対策本部
情報活動プロセスをフロー化

宮崎で有効な⽔害対策タイムライン（時系列的整理）を作成

実証検証(12/18)

宮崎県版の災害対策本部情報活動プロセスを検証するための
訓練⽤シナリオ策定

プロセス⾃治体の評価

・各⾃治体はタイムライン的な活動整理の必要性を認識していたところ
であり、今回の施策は有意義であった。

・情報の流れの整理ができるので、地域防災計画の⾒直し時に今回の
取組みは活⽤できる。

・訓練シナリオは実災害に沿ったものであり、今後の訓練でも活⽤できる
と考える

近年の気象災害は極端現象（記録的な⼤⾬等）により引き起こされるケースが多く、これまで以上に迅速・的確な災害対応判断が
求められている。災害対応を迅速かつ効率的に進めるためには、意思決定者が意思決定に資する情報を⽣成するプロセスが明確化され
ている必要がある。

意思決定に資する情報を⽣成するプロセスとして、内閣府の標準化構成（災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ）を参考とし、
これに対応した宮崎県での事例を作成した。

・災害対策本部⽔害対応タイムライン（時系列的整理）（宮崎県、都城市、延岡市連携）
・防災訓練シナリオ（宮崎県、都城市、延岡市連携）

事例作成の成果
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（４）災害対応マネジメント業務の標準的事例の作成の成果について

プロセス

①災害対策本部ワークフローの検討
・災害時における災害対策本部の運営フローの検討

②災害対応における情報共有・オペレーションの検討
・情報集約様式及び⾮定型情報の効果的な分類や集約
⽅法などの検討

③関係者間における状況認識の統⼀に関する検討
・災害対応業務における状況判断をするために集約すべき
情報、関係者間での状況認識を統⼀するために必要な情
報の検討

情報⽬的の調査
（内閣府等）

災害対策本部のワーク
フロー調査

（被災⾃治体)

⾃治体防災情
報システム調査

⾮定型情報の効
果的な分類や集
約⽅法の検討

災害対策本部ワークフ
ローに関する調査
（内閣府等）

防災情報システ
ムの情報様式の

調査

状況判断に資する
情報源の調査

情報⽬的と情報源
に関する検討

ワークフローと情報様式、
情報の統合検討 組織間連携に必要

な情報の検討

宮崎県版の情報活動プロセス案の作成

実証検証(12/18)

災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル）

宮崎県版の災害対策本部訓練シナリオの作成

▼① ▼② ▼③
検討内容

災害対策のためには、様々な情報を取得し、それを処理分析し意思決定を⾏い効果的なアクションにつなげる⼀連のプロセス（災害
対応マネジメント業務）が重要である。

①災害対策本部ワークフロー、②災害対応における情報共有・オペレーション、③関係者間における状況認識の統⼀に関するそれぞれ
の検討を⾏い、宮崎県版の情報活動プロセス案の作成、及び災害対策本部訓練シナリオの作成を⾏った。

これらを⽤いて実証検証（防災訓練）を実施し、災害対応マネジメント業務の標準的事例（業務マニュアル）を取りまとめた。

標準的事例作成の成果
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本実証の成果を活かし、システム標準仕様案を作成。
システム標準仕様案の作成に際しては、本実証期間を通じてコンソーシアムの⼀員であるAPPLICの協

⼒を得つつ情報共有。

本実証において

本実証において作成したシステム標準仕様案をベースとし、APPLICの技術専⾨委員会等において協議
を⾏い、既存のAPPLIC防災情報共有ユニット標準仕様（現ver1.2）の拡充を図ったシステム標準仕
様を確定する予定。

本実証終了後

「システム標準仕様」、及び本実証で構築した「防災クラウド情報システム」の全国への普及展開を推進。
推進に際しては、本事業にコンソーシアムと⼀体的に取り組んだ株式会社ハレックス（気象情報を活⽤

した防災・減災コンサルティングサービスを提供）がAPPLICに協⼒し、地⽅公共団体（職員）向けの災
害対応業務・防災訓練計画や防災クラウド情報システムの活⽤等に係るアドバイスやお試しコンサル、セミ
ナー等を提供する予定。

システム標準仕様確定後 ⇒ システム標準仕様及びシステムの全国への普及展開



○コンソーシアム代表団体：株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所
部署名 ライフ・バリュー・クリエイションコンサルティングユニット
担当者名 ⽯丸
電話番号 03-5213-4110（代表）
電⼦メール ishimarum@keieiken.co.jp

○防災クラウド情報システム関連：エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
部署名 第三営業本部 第11グループ
担当者名 ⼭⼝
電話番号 03-6733-7141（代表）
電⼦メール shinichi.yamaguchi@ntt.com

○データ連携等標準仕様案関連：⻄⽇本電信電話株式会社
部署名 クラウドソリューション部 東京事務所
担当者名 城⼾崎
電話番号 03-6275-6010（代表）
電⼦メール masahiro.kidosaki@west.ntt.co.jp

○標準化事例及び災害対応マネジメント業務標準仕様案関連：⽇本電信電話株式会社
部署名 ＮＴＴセキュアプラットフォーム研究所
担当者名 ⼩⼭
電話番号 0422-59-6239
電⼦メール koyama.akira@lab.ntt.co.jp

本実証事業に関する問合せ先
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